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○ 「経営戦略」は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中⻑期的な経営の基本計画。
○ 「経営戦略」は、「投資試算」（施設・設備投資の⾒通し）等の⽀出と「財源試算」（財源の⾒通し）を均衡させた「投資・財政計画」
（収⽀計画）が中心。
○ 組織効率化・⼈材育成、広域化、PPP/PFI等の効率化・経営健全化の取組⽅針を記載。

経営戦略［イメージ］

［投資以外の経費］

投資試算 財源資産

広域化,⺠間の資⾦・ノウ
ハウ活用等に関する事項

組織、人材、定員、給与
に関する事項

投資・財政計画（収⽀計画）

効率化・経営健全化の取組⽅針

その他の経営基盤強
化の取組（ICT活用等）

資金不足比率,資金
管理・調達,情報公開

その他重点事項（防災対
策,危機管理等）

①特別会計ごとの策定を基本とすること。

②企業及び地域の現状と、これらの将来⾒
通しを踏まえたものであること。

③計画期間は10年以上を基本とすること。

④計画期間中に必要な住⺠サービスを提供
することが可能となっていること。

⑤「投資試算」をはじめとする支出と「財源
試算」により示される収入が均衡した形で
「投資・財政計画」が策定されていること。

⑥効率化・経営健全化のための取組⽅針
が示されていること。

「経営戦略」についての基本的な考え⽅と構成

均衡

反映

経営戦略の特徴（想定）
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優先順位付け、平準化
等による合理的な投資
の内容・所要額等の⾒
通しの取りまとめ

必要かつ合理的な額の
確保を前提とした上で、
徹底した効率化に取り組
むことが必要

「経営戦略」の中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備の合理的な投資の⾒通しである「投資試算」等の⽀出と、財源
⾒通しである「財源試算」が均衡するように調整した収⽀計画。

投
資
試
算

「投資・財政計画」（収⽀計画）策定までの流れ①

現況把握・分析、
将来予測

目標設定、
⽔準の合理化

施設・設備の現状把握
規模・能⼒、劣化の状況、
使用可能年数等を把握

将来の需要予測
可能な限り⻑期間（30年〜
50年超）の需要予測

目標設定
住⺠サービスを維持するた
めに必要な目標を設定

投資額の合理化
目標達成のために必要とな
る合理的な投資規模を把握

目標設定、
⽔準の合理化

目標設定、
⽔準の合理化

財
源
試
算

財務状況の適切な
現状把握・分析
現在の財務状況を把握
（企業債・⾃⼰資⾦等）

将来の財源等予測
各財源や「投資試算」を含
む需要額等の⾒通しを踏ま
えた財政状況の将来予測

財源構成の検討

財源や需要額の将来予測
を踏まえて、料⾦、企業債、
⼀般会計繰出⾦の各財源
について、適切な⽔準・構
成を検討 財源⾒通しの取りまと

め

投
資
・財
政
計
画

事後検証・更新等
・毎年度の進捗管理
・3〜5年に⼀度の⾒直し
（経営指標等も活用）

計画等と実績の乖離が著
しい場合には計画⾒直し
を検討

ギャップが
ギャップが
生じた場
合には均衡
を図る

投資以外の経費

投資試算

財源試算

仲地1
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○ ダウンサイジング、スペックダウン
○ 予防保全型維持管理を含む適切な維持
管理による⻑寿命化

○ 過剰投資・重複投資の精査
○ 新たな知⾒や新技術の導入
○ 優先順位が低い事業の先送り、取りやめ
○ ⺠間資⾦・ノウハウ等の活用（PPP/PFI

の導入等）
○ 広域化の推進等

○ 内部留保額の⾒直し

○ 料⾦の⾒直し 等

給与・定員の⾒直し、広域化の推進、⺠間の
ノウハウの活用（指定管理、⺠間委託等）、
ICTの活用等による更なる効率化

○ 「投資試算」等の⽀出と「財源試算」にギャップがある場合には、以下のようにギャップ解消に取り組むことが必要。
○ 投資以外の経費について、必要かつ合理的な額の確保を前提とした上で、更なる効率化に取り組むことが必要。

投資試算の再検討

「投資・財政計画」策定までの流れ②（投資試算等と財源試算の整合性検証）

財源試算の再検討

投資以外の経費の効率化

＜留意点＞
地域の現状や将来像を踏まえた検討、公営企業の技術担当部局や⼀般
会計の企画・財政担当部局をはじめとする地⽅公共団体全体の関係部局
との連携、議会・住⺠への⼗分な説明等が必要。

両面から
均衡点を探る

取組を反映
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